
ＭＳ＆ＡＤホールディングス広報・IR部の塩野でございます。 
 
本日は、お忙しい中、弊社の決算説明電話会議にご参加いただき、ありがとうございます。 







    

それでは、「２０１５年度第１四半期決算説明会 電話会議 資料」と題したスライドの 
１ページ目、「資料１」をご覧下さい。 
 
まず、グループのトップラインの状況について説明いたします。 
 

ここでは損保の正味収入保険料について申し上げますと、国内損害保険会社が順調に増収
したことに加え、海外保険子会社も寄与し、前年同期比で ３２１億円、４．４％の増収の 
７，６５９億円となりました。 



    

次に、「資料２」をご覧ください。 
 
グループ連結の経常利益は、この表の１行目にあります通り、前年同期に比べ 
３９０億円増益の１，３１３億円となりました。 
 
また、四半期純利益につきましては、３２５億円増益の ９７３億円となりました。 
 

四半期純利益の会社別内訳では、三井住友海上が増収効果やインカードロスの減少などで
保険引受利益が改善したことに加え、資産運用損益も増加したことなどにより、１９６億円の
増益となりました。 
 

あいおいニッセイ同和損保においても、これらの増益要因はあったものの、前年の第１四半
期においてプラス要因となった２０１４年２月の大雪に係る異常危険準備金戻し入れ益が相
対的に大きかったことや、機能別再編に係る特別利益が無くなったことにより、１９６億円の
減益となりました。 
 

また、三井住友海上プライマリー生命は、オーストラリアドルの金利上昇の影響により、外貨
建商品に係る責任準備金負担が軽減されたことを主因に、２４８億円の増益となりました。 



    

次に、「資料３」をご覧ください。 
 
グループ・コア利益も、順調に推移し、３１４億円増益の、９６２億円となりました。 



次に「資料４」をご覧ください。 
連結経常利益について、前年同期からの増減について、その内訳を説明いたします。 
 

右のグラフにあります通り、国内損害保険会社において、前年同期に計上した、２０１４年２月
の大雪の保険金支払いに伴う戻し入れ益が無くなった異常危険準備金の影響が、４３９億円
の減益要因となりましたが、自動車保険を中心にインカードロスが減少したことにより１７７億
円、増収効果などのその他の保険引受利益が２０７億円の増益となっています。 
 
これらに加え、国内損害保険会社において利息配当金や有価証券売却益の増加などにより、 

「資産運用・その他」が９２億円の増益となり、異常危険準備金影響のマイナスを取り返してお
ります。 
 

さらに、国内生保子会社は、先ほど申し上げた、外貨金利上昇の影響があった三井住友海上
プライマリー生命が増益となったことなどから、３６０億円の増益となりました。 
また、海外保険子会社も２４億円の増益となっています。 

 



    

次に、国内損害保険会社の状況について、主要２社合計で説明いたします。 

「資料５」をご覧ください。 

 

まず、正味収入保険料は、２社ともに料率改定効果のあった自動車保険に加え、火災保険を
中心に増収し、２社合計で前年同期比プラス２２１億円、３．４％の順調な増収となりました。 

 

次に、保険引受利益は、異常危険準備金戻入額が４３９億円減少したことによる影響が大き
く、前年同期比５４億円減少の３５９億円となりましたが、異常危険準備金反映前の保険引受
利益は、インカードロスが自動車保険を中心に２社合計で前年同期比１８３億円減少したこと
や、増収効果などにより、前年同期比３８４億円増益の６１１億円となりました。 

 

なお、三井住友海上は、第１四半期の支払備金の見積もりに損害率法を用いていますが、
今回より、自動車保険の支払備金の見積もりにおいて、より実勢の事故発生状況を反映す
るような改定を一部行っています。 

 



    

次に、「資料６」をご覧ください。 
 
資産運用については、ネット利息及び配当金収入が企業の増配等により増加したことや、 

好調な運用環境を反映して有価証券売却損益が増加したことなどから、資産運用とその他
収支の合計は、前年同期比９２億円増加し４７７億円となりました。 
 
特別損益については、機能別再編に係る特別利益が無くなったことなどから、１２２億円の 
減少となっています。 
 
以上の結果、国内損害保険主要２社合計の経常利益は、前年同期比３８億円増益の 
８３６億円、四半期純利益は、前年同期と同水準の６３９億円となりました。 
 
なお、政策株式につきましては、２社合計で、１６９億円を売却いたしました。 
 



次に、自然災害の影響を説明いたします。「資料７」をご覧ください。 
 

当年度に発生した国内自然災害と、２０１４年２月に発生した大雪を合計した、自然災害に係
るインカードロスは、一番下の行にありますように、ほぼゼロでした。 
 

また、自然災害に係る支払保険金は、２０１４年２月の大雪に係る支払保険金があった前年
同期から、４５７億円減少しました。 
 



次に、「資料８」をご覧ください。異常危険準備金の状況を説明いたします。 
 

一番下の行にある、全種目合計の異常危険準備金の取崩額は、前のスライドの通り、自然
災害に係る保険金支払いが大きく減少したことに加え、自然災害を除いた損害率も改善した
ことから、２社合計で０億円となりました。 
 

また、全種目合計のネット増減額は、２社合計で２５２億円の繰入れとなり、取崩しだった前
年同期から４３９億円増加しました。 
 



次に「資料９」をご覧下さい。自動車保険の状況を説明いたします。 
 
上段左の折れ線グラフは、２社合算の自動車保険の事故件数増減を示しております。 
 

事故件数は、４月は前年同月比＋０．４％となりましたが、５月、６月はマイナス３％前後の水
準となりました。 
 
次に、下段にある「保険料の増減要因」の表をご覧ください。 

保険料単価についても、三井住友海上がプラス４．０％、 あいおいニッセイ同和損保がプラ
ス３．１％と２社ともに上昇しており、これまでの料率改定を含めた商品改定の効果が出てい
ると見ています。 
 
２社合算のＥＩ損害率は、上段右のグラフの通り順調に改善し、２０１５年度第１四半期は、 
５６．１%と前年同期比で６．４ポイント改善しました。 
 

一方、対物および車両に対する保険金単価は、このスライドの一番下にございますが、２社
ともに昨年４月の消費税率引き上げ影響が一巡し、第１四半期は、昨年度平均とほぼ同水
準で推移しておりますが、従来、修理費単価が上昇基調にあったことから、引き続き注視をし
てまいりたいと考えております。 

 



    

次に三井住友海上あいおい生命の状況について説明します。 
「資料１０」をご覧ください。 
 
新契約高は、収入保障保険の減少などにより、前年同期比５．５％の減少、 
第三分野の新契約年換算保険料は、新商品効果が一巡し、前年同期比７．６%の減収となり
ました。 
 
一方、保有契約高は、期首比 ０．７％の増加、保有契約年換算保険料は、 
同じく１．３％の増加となり引き続き成長しております。 
 

四半期純利益は、死亡保険金が増加したものの、生命保険料の増収や資産運用収支の増
加により、前年同期比 ２億円増益の１７億円となりました。 
 



    

続いて三井住友海上プライマリー生命の業績を説明いたします。 
「資料１１」をご覧ください。 
 

プライマリー生命のグロス収入保険料は、従来の外貨建定額商品に加え、５月に発売した外
貨建変額終身保険の販売が好調だったことから、 ２０．２％増収となりました。 
 
保有契約高も、期首比２．３％増加の ４兆５，２４０億円となっております。 
 

また、四半期純利益は、オーストラリアドルの金利上昇を反映して外貨建定額商品の責任準
備金の積立負担が軽減されたことなどから、２４８億円増益の ２５６億円となっております。 

 



    

次に海外保険子会社の状況について説明いたします。「資料１２」をご覧ください。 
 

正味収入保険料は、全地域及び再保険で増収し、全体で１１．８％増収の、８８３億円となり
ました。なお、ここには、為替影響として６４億円を含んでおります。 
 

四半期純利益も、全体として順調に推移し、前年同期比プラス１７億円の９９億円となりまし
た。 
 

 

 



次ページ「資料１３」から「資料２０」まで、三井住友海上とあいおいニッセイ同和損保それぞ
れの単体、および２社単体の単純合算の業績を付けております。後ほどご覧ください。 
 
以上で、私からのご説明を終わります。 
 



















    


